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（ 様 式 ） 

産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラム）構想等調書 

 １．応募者  

 

・機 関 名 称：宮城工業高等専門学校・仙台電波工業高等専門学校 

 

・機関の長（職・氏名）：校長・宮城光信 

 

・事業実施組織名称： 東北地区高専知財実践・経営コンソーシアム 

             ―ニーズに対応した地域イノベーションを実現する体制の構築― 
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３．これまでの主な取組と現況  

①①①①知的財産知的財産知的財産知的財産のののの創出創出創出創出・・・・管理管理管理管理・・・・活用活用活用活用のののの体制整備体制整備体制整備体制整備    

 これまで、宮城高専・仙台電波高専(以下、両高専)

は、高専機構の知財に関する基本方針に基づき、地

域の特色を活かした知財活動を行っている。即ち、 

１）創出された知的財産の位置づけの明確化：各高

専の知財委員会で高専機構帰属の可否を審査し、

企画担当部署が所掌する体制を確立した。 

２）弁理士による知財講習等を実施し(平成16年度か

ら)、｢平成19年度版高専知財ハンドブック｣を配布し

て、これらに基づいて知財活動を行っている。 

３）機構規則による知財の取り扱いを教職員･学生に

明確化している。 

 東北地区の７高専は、それぞれ事務部に知財関連

の業務を管理する企画室などと、知財を含む産官学

連携全般を教職員で担当する地域共同テクノセンタ

ーを持っており、地域産業の特色を活かしながら活

動してきている。 

また、高専機構と連携しながら、専任の東北地区

広域コーディネータを配置し(文部科学省産学官連携

活動高度化促進事業､産学官連携コーディネーター)、

東北地区での産官学連携・知財活動を行ってきた。

（H17年度～H19年度） 

現在、両高専は平成21年10月を目途として統合を

計画し、校長は兼務、事務部は統合されている。産

官学連携や知財活用についても、両高専と一関高専

は、宮城県の産学連携アライアンスである宮城県基

盤技術高度化支援センター(以下、略称の｢KCみや

ぎ｣)において、４年間共同で活動している。 

シーズ対応型の東北大学を除いた、地域ニーズ

対応を主とした12機関によるワンストップ技術相談で

受けた31件中8件が両高専（H19年度）であり、宮城

県からも東北７高専との協働が期待されている。両

高専が設置されている仙台地区は東北地区の中心

であり、5高専から2.5時間以内の距離にあり、今後、

両高専を東北７高専の知財活動の拠点として強化し

ていく予定である。 

②②②②利益相反利益相反利益相反利益相反マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントのののの体制整備体制整備体制整備体制整備    

高専機構にて利益相反委員会を設置して体制の

整備を進めている。両高専では、研究・産学連携を

担当する企画室を通じて教職員に周知するなどの体

制ができている。 

③③③③秘密保持体制秘密保持体制秘密保持体制秘密保持体制のののの整備整備整備整備（（（（意図意図意図意図せざるせざるせざるせざる技術流出技術流出技術流出技術流出のののの防防防防

止止止止などなどなどなど））））    

高専機構の方針の基で、教職員・学生が行う企業

等との共同研究、学生のインターンシップなどにおけ

る秘密保持の契約規定があり、随時改良を整える体

制ができている。 

④④④④そのそのそのその他全般他全般他全般他全般にににに産学連携関連産学連携関連産学連携関連産学連携関連のののの紛争紛争紛争紛争へのへのへのへの対応対応対応対応（（（（予予予予

防対応防対応防対応防対応もももも含含含含むむむむ））））    

技術相談の方針の周知、共同研究などにおける

契約内容を規定しており、地域の関係機関との連絡

を緊密にする、高専の外部委員会に弁護士を配置

するなど、体制を整備している。 

⑤⑤⑤⑤そのそのそのその他特筆他特筆他特筆他特筆すべきすべきすべきすべき取組取組取組取組    

各高専の産官学連携・知的財産活動に対する取

り組みを全国に浸透するため、全国高専テクノフォー

ラム第２回を「産学官連携における高専間連携」とい

うテーマで、地元企業等と開催した。国立高専機構

の 55 高専に加えて、公立･私立高専も参加し、各地

域の産官学連携の多様な取り組みを紹介・発展させ

た。その後、全国各地で知的財産についても議題と

して取り上げられている。 

 東北地区では、内閣府主催の知的財産活動にも欠

かさず参加し現状を紹介するとともに、独自に東北７

高専連携による知財に関する共同出展等を特許流

通フェアin東北2004（郡山）などで展開してきた。 

東北7高専(カッコ内両高専)の特許出願件数は、

平成16年度7(4)件、平成17年度12(11)件、平成18年

度12(9)件、平成19年度(見込み)9(3)件であり、今後

の増加を行う上で、両高専の役割が大きい。 

研究の実用化･事業化成功例としては、１）八戸高

専・長谷川章（物質工学科）らのグループによる光触

媒の実用化、２）宮城高専・佐藤友章（材料工学科）、

一関高専・二階堂満（物質化学工学科）らのグルー

プによる新型高エネルギー媒体ミルによる粉末製造

装置、３）仙台電波高専・竹茂求、那須潜思（情報工

学科）の微生物高速検出装置のほか多数の実績が

あり、産学連携活動も盛んに行われている。 

更に教育面では、両高専では平成18,19年度にお

いて中小企業庁の「平成19年度中小企業ものづくり

人材育成事業（高専等活用中小企業人材育成事

業）」に採択され、地元中小企業の36名を対象として

組込みシステム、省エネルギー、材料試験･評価に

ついてMOTを含めたPBLに基づく少人数グループリ

ーダー育成を行い、国内外から高い評価を受けた。 

宮城高専では現代GP「早期創造性教育と知財教

育の連携と統合」(平成18～20年度)が採択され、知

財活動を学生の教育に活かすべく、学内知財コンテ

スト等様々に取組んでいる。 
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４．産学官連携戦略 

①①①①「「「「産学官連携戦略産学官連携戦略産学官連携戦略産学官連携戦略」」」」にににに関関関関することすることすることすること。。。。    

基本方針：これまでは、知財関連について、各高

専は高専機構と連絡・協議しながら個別に運用して

きたが、本事業では、宮城高専・仙台電波高専(以下、

両高専)が主体となり、東北７高専がまとまって、従来

の技術相談や地域への人材輩出などとともに、知

的・人的財産を集約してスケールメリットと効率化を

図りつつ、地元企業のニーズに基づきながらヒュー

マン･ネットワークを拡大する。地域イノベーションや

新規事業を起こすように産官学連携を推進する。 

戦略上の業務の位置づけ：両高専では現在、産官学

連携の拠点機能を有する地域共同テクノセンターを

独自に運営している。事業拡大の一つとして、地元

企業の協力会、宮城高専では産業技術振興会(平成

12年)、仙台電波高専ではテクノネットワーク仙台(平

成17年)を設立した。 

 また、地元ニーズとのマッチング、シーズ発信、技

術相談、共同研究など地域を主体とする産官学連携

に取り組んできた。平成１６年度から現在まで東北地

区広域コーディネータ(文部科学省産学官連携活動

高度化促進事業)を宮城高専に配置し、東北地区高

専の連携を図るべく知財関連の情報の収集・整理を

行い、東北7高専での共同出展などを行ってきた。 

 これらにより、生み出される特許は各高専内の知

財担当の委員会により所属等が審議されるが、強い

特許は高専機構が扱い、一般的な特許は拠点校が

中心となって扱う。 

地域中小企業との連携：各高専が地元自治体・関

係機関などと協定を結び各々活動している。平成17

年度に宮城県では、産学連携に関係する教育機関・

公設試等からなる「KCみやぎ」が設立され、地域産

業振興に両高専が主導的に関わっている。ワンスト

ップ技術相談の1/4以上、特許や共同開発の事例紹

介11件中3件が高専であり、宮城県からは東北７高

専との協働が期待されている。 

これは、大学の地域連携がシーズ型や一つの地

域に限定されるのに対して、ニーズ対応型の7高専

が東北全県に分布していることの相乗効果によると

考えている。東北地域の自動車、電子機器関連事業

の急速な進展を見れば、地域体制を強化した地域イ

ノベーションの展開が戦略上不可欠である。 

推進する取組と波及効果：東北地区広域コーディ

ネータの配置と各高専のテクノセンター長を主体とす

る定期会議により、東北７高専の知財、ニーズ対応

能力、シーズ(機械･電気･材料･化学･制御･ソフトウェ

ア・エネルギー・バイオ・環境他)などが明確になって

いる。そこで、宮城高専内に知的財産コーディネータ

を配置し、東北地区として各技術分野に担当教員人

を配置し、情報の共有化を図る。これにより、特許申

請時等に７高専の資源を有効活用し、知財情報のレ

ベルを上げるメリットも生じる。 

また、東北地区では、県境を越えた大型企業進出

があり、東北の産官学が連携して未来の地域産業

の定着に早急に取組む必要がある。 

②②②②戦略達成戦略達成戦略達成戦略達成のためののためののためののための｢｢｢｢マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント」」」」にににに関関関関することすることすることすること。。。。    

現在、両高専は２年後の統合計画として、新たに

イノベーションセンターなどの設立を計画しており、本

事業の活動拠点として機能できる素地がある。 

両高専の地域共同テクノセンターなどの産学官連

携推進活動は、学校予算と外部資金獲得によってお

り、高専機構の中期目標・中期計画に記されている。 

本事業では、仙台地区が東北地区全高専から2.5

時間以内で行き来できる地の利を活かして、さらに

緻密なヒューマン・ネットワークの規模を拡大する。 

また、東北地区高専をブロック制として知財に関す

る実践と経営のコンソーシアムを構築して地域イノベ

ーションの創出を目的としており、体制構築のほか連

携性と効率化の観点から、知的財産コーディネータ

等の人員配置、知財研修会の実施ならびにデータベ

ースの構築に係わる支援経費は妥当であり、有効な

運用が期待できる。この外、宮城高専では知財に関

する現代GPが採択されており、今後、特許出願件数

の30%の増加を目指し、振興調整費等の外部資金へ

の応募等、多様な資源調達を図る。 

知財関連を主とする産学官連携の東北地区ブロッ

クの体制が確立すれば、学外機関との連携もより強

化され、運営資源を各高専が生み出せる。従って、

自立的・効率的運用が十分見込まれる。 

③③③③戦略達成戦略達成戦略達成戦略達成のためにあるべきのためにあるべきのためにあるべきのためにあるべき｢｢｢｢体制体制体制体制」」」」にににに関関関関することすることすることすること。。。。    

宮城県内には東北大学という世界的シーズを持つ

大学があるが、本申請では地域ニーズが対象であり、

宮城県の産官学連携の包括協定でも切り分けられ

ている。東北７高専は、地元地域のニーズに対応し

ながら、東北地区として活動するために宮城高専に

東北地域知財センターを設置する。 

また、知的財産コーディネータの設置と共に、東北

７高専の技術者や知財関係者のみならず各分野や

関連した設備などもﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化して地域への広報と

知の還元を行うと共に、退職者の活用も検討する。 
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５．事業計画  

①①①①    産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携のののの取組取組取組取組やややや知的財産知的財産知的財産知的財産のののの管理管理管理管理・・・・活用活用活用活用のののの

「「「「現状現状現状現状」」」」にににに関関関関することすることすることすること。。。。    

両高専を初めとして東北7高専は、高専機構の方

針に基づいて各地域で特色ある知財活動を行ってい

る。高専機構は知財本部を設置し体制を整備してい

るが、個別対応の拡大は業務量の単純な増加を生

むのみである。 

 また、宮城県では産学連携のために産学連携アラ

イアンス「KCみやぎ」を設立し、両高専は主導的に活

動し、また東北7高専は広域コーディネータの活動に

より、ニーズとシーズの把握ができており、共同研

究・知財関連などの共同出展の実績も重ねている。 

 そこで、東北への自動車･電気関連業種の大型進

出を踏まえて、地域の再生やイノベーションを起こす

ためには、東北地域における知財の拠点校などの設

置が不可欠である。 

②②②②    産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携のののの「「「「体制体制体制体制」」」」にににに関関関関することすることすることすること。。。。    

産学官・社会連携窓口機能について：両高専の企

業協力会、宮城県等との連携において先導的な役

割を持ち、窓口機能は5年以上の実績がある。 

指揮権限の明確性：東北地区のこれまでの活動

において、東北地区テクノセンター長会議が定期的

に開催され、知財を含めて産官学連携について協

議・実行してきており、指揮権限は明確である。 

知的財産の一元的管理機能の実現性：これまで

東北７高専と高専機構が個別事例に対応してきたが、

ハブ機能を両高専が持つことで管理機能の効率化

が図られる。 

教員及び職員一体となった体制の実現：各地域共

同テクノセンターは教職員が一体となった学内組織

として位置づけられており、各センター報にその活動

が明記されている。 

学内外の組織・機関等との連携の効率性：東北地

区には高専専属のコーディネータ1名を配置しており、

その役割は、技術相談、シーズ･ニーズ調査、共同

研究の促進、地域連携の促進、特許出願・知財管理

等、競争的研究資金の獲得、産学官連携意識の啓

蒙、インターンシップ支援、ベンチャー起業・育成、関

連イベント出展支援など多様な業務を行っている。 

本申請により、コーディネータ・弁理士・特許アドバ

イザーなどの一連の事業化までの流れに必要となる

人員配置あるいは関係機関との連携実施を促進す

れば、連携の効率性が飛躍的に向上する。 

③③③③    産学官連携産学官連携産学官連携産学官連携のののの「「「「機能機能機能機能・・・・活動活動活動活動」」」」にににに関関関関することすることすることすること。。。。    

計画している知財コーディネータの一般的な業務

は、以下の通りである。 

特許･実用新案・商標：１名ではなく各テクノセンタ

ーの１,２名を化学系、機械系、制御・ソフト系等の担

当者として全分野を対象とする。開発段階を含めた

出願前、出願、出願後をカバーする。 

意匠：デザイン開発と出願に対応する。 

知財法務・知財コンサルタント：各高専における担

当者について定期的に研修会を行い、スキルアップ

をはかり体制を強化する。内容は、知的財産の侵害

鑑定や侵害紛争、侵害訴訟、知的財産権の活用戦

略やリスクマネジメントなどである。事業化に伴う知

財の評価などの実務は外部機関等を利用する。 

知的財産の機関帰属の方針、管理・活用ルール

策定：高専機構で策定した方針・ルールに従う。 

外部人材の効果的活用策：これまでに企業人によ

る発明コンテスト(現代GP)への参加、弁理士協会、

国・自治体を始めとする関連機関との協働を行って

きており、積極的に進める。 

教職員への知的財産に関する啓発方策：宮城高

専では教職員へのセミナー等を数年来続けており、

それを踏まえて知財学生支援室を立ち上げ、科目に

ついても知財関連の内容を計画に盛り込んでいる。 

知的財産の活用方策（外部機関との連携を含む） 

など：宮城県の産学連携に携わる高等教育機関、

JST東北プラザなどの関係機関のアライアンスであ

るKCみやぎにおけるシーズ、ニーズ、研究者等のＤ

Ｂを構築しており、その充実と利用を促進する。 

④④④④産学官連携及産学官連携及産学官連携及産学官連携及びびびび知的財産知的財産知的財産知的財産のののの管理管理管理管理････活用活用活用活用についてのについてのについてのについての事事事事

業期間終了後業期間終了後業期間終了後業期間終了後のののの｢｢｢｢将来像将来像将来像将来像｣｣｣｣とととと年次計画年次計画年次計画年次計画にににに関関関関することすることすることすること。。。。    

 初年度：全体の体制を整備して、それを支える知的

財産に詳しい人材を各高専に養成する。そのため両

高専にて研修会を開催する。 

２年度：初年度の人材が主導する形で、各高専の

知財担当者のスキルを全体として上げ、発明相談会

などの業務を行う。また東北７高専で特許流通フェア

を開催する。競争的資金への応募を行う。 

３年度：体制を確立し活動を継続的なものとするた

めに、東北地区において特許のすべての分野をカバ

ーすること、申請から事業化までの一連の流れを担

当あるいは外部と連携できる窓口を各高専に設置す

ることなどを実現し、東北地区への高専の知財の広

報を推進する。 

将来像：特許を活かした新規事業の立上げ、共同

研究の増加、技術相談の有料化などへ結びつける。 



【応募機関名称：宮城工業高等専門学校・仙台電波工業高等専門学校】 

                              （１応募機関１ページ） 5 

６．事業計画の年度別計画 

〔事業内容〕 

年 度 事業内容 

平成２０年度 

①目標： 地元企業のニーズに応じた活動を通じて地域イノベーションを起こすた

め、全体の体制を整備してそれを支える知的財産に詳しい人材を各高専に養成する。 

②事業内容 

要員の配置：宮城高専内に、東北地域知的センターを設置、知的財産コーディネ

ータ(１名)、研究補佐員（１名）、事務補佐員(１名)を配属。 

研修会の開催：東北７高専から、３年間担当できる知的財産委員会（教員１名）、

担当係（職員１名）を選定して、地域研修会を仙台にて３回程度行う。 

外部との連携：高専機構本部、弁理士会、地元自治体（宮城県とのアライアンス

であるKCみやぎ）、宮城産業振興機構など、外部機関との連携を行う。 

平成２１年度 

①目標： 各高専の知財担当者のスキル・アップと連携を図り、協働で発明相談会

などの活動を行う。 

②事業内容 

各高専での研修会実施:各高専の知的財産委員会、担当係が中心となり、知的財産

コーディネータ、弁理士会のサポートにより、各高専にて、教職員向けの研修会を

行う。 

データベースの構築：各高専のシーズや強みを網羅したデータベースを作成する。 

流通フェアの開催:東北７高専のこれまでの知的財産、本計画期間中に出願した特

許等などを基に、特許流通フェアを行う。計画は、知的財産コーディネータが中心

になっておこなうが、７高専所在地（仙台は１箇所）で行う。具体的には、基調講

演、テーマ別発表、パネル展示、交流会などを行う。 

競争的資金への応募:知財を活用する競争的資金へ応募を行い、実用化･事業化の

促進を図る。 

平成２２年度 

①目標： 体制を確立し活動を継続的なものとして、東北地区への高専の知財の広

報を推進し、事業化へ結びつける。  

②事業内容 

活動継続の体制整備：前年度までの業務活動を継続して、平成２３年度以降の活

動継続を図るために、高専間においてはテクノセンター長会議など、また外部関係

機関などとの具体的な連携を確立する。 

特許分野のカバー体制の確立：東北地区の各高専の知財関係者が全体として、特

許のすべての分野をカバーして知財相談を地区内で行えるようにするために、複数

担当者での役割分担を決める。 

知財全分野の窓口の設置：の前申請から事業化までの一連の流れを担当あるいは

外部と連携できる窓口を各高専に設置する。 

新規事業化の取組み：前年度までの活動により、新規事業の事例を示す。特に東

北の従来の業種と大規模進出がある電子機器、自動車、食品などに関連する事業化

を目指す 

広報活動の継続：東北７高専の知財広報を構築したデータベース、特許流通フェ

アなど各種出展などにより推進する。 

平成２３年度 

①目標 

②事業内容 

平成２４年度 

①目標 

②事業内容 
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６．事業計画の年度別計画 

〔数値目標〕 

①発明状況 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度  

 発明届出件数 １２件 ２０件 ２０件 件 件 

 

 

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

出願件数 １２件 １４件 １６件 件 件 

登録(権利化)件数 ３件 ３件 ６件 件 件 

 

保有件数 ２件 ２件 ４件 件 件 

 

 

 

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

件数 ０件 ０件 １件 件 件 

件数（ＴＬＯ経由） ０件 ０件 ０件 件 件 

収入額 ０千円 ０千円 ５００千円 千円 千円 

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由） ０千円 ０千円 ０千円 千円 千円 

 

 

  

    ④共同研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 ５件 ７件 ８件 件 件 

 

 

受入額 ２０００千円 ２４００千円 ３０００千円 千円 千円 

 

 

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

受入件数 ５件 ７件 ８件 件 件 

 

 

受入額 ５０００千円 ７０００千円 ９０００千円 千円 千円 

 

 

    ⑥その他特色ある知的財産活動 

 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 
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７．資金等計画   

①総表 【宮城工業高等専門学校のみ】                     （単位：百万円） 

※ 宮城工業高等専門学校及び仙台電波工業高等専門学校は、平成21年10月に統合予定である。 

 

②その他（産学官連携人材の派遣・配置）                     （単位：人） 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

大学等の総予算 1,585 1,585 1,585 1,585   

産学官連携戦略全体金額 62.49 86.29 89.48 88.63   

産学官連携経費割合 3.9％ 5.4％ 5.6％ 5.6％ ％ ％ 

事業計画分 0 23.32 26.51 25.63   

補助・支援事業 

・文部科学省大学改革推進等補 

 助金「現代的教育ニース取組 

支援プログラム」（２件） 

・文部科学省大学改革推進等補 

 助金「新たな社会的ニーズに 

対応した学生支援プログラ 

ム」 

・ＪＳＴ「シーズ発掘試験」 

・ＪＳＴ「先端計測分析技術・ 

機器開発事業」 

・ＮＥＤＯ「産業技術研究助成 

事業」 

 
20.45 

 

25.00 

 

1.85 

0.50 

10.67 

 
20.45 

 

25.00 

 

1.85 

0.50 

10.67 

 
20.45 

 

25.00 

 

1.85 

0.50 

10.67 

 
20.45 

 

25.00 

 

1.85 

0.50 

10.67 

 

 

 

 

 

 

間接経費等 2 2 2 2   

実施料等収入 0 0 0 0   

その他 2.30 2.3 2.3 2.3   

計 4.02 4.5 4.5 4.5   

(うち国内出願等経費)       

(うち外国出願等経費)       

自
己
負
担
分

（財
源
） 

負担割合 6.4％ 5.2％  5.0％   5.0％    ％    ％ 

 19年度（実績） 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

コーディネータ 

研究補佐員 

事務補佐員 

１ 

０ 

１ 

 

２ 

１ 

１ 

 

２ 

１ 

１ 

 

２ 

１ 

１ 
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７．資金等計画 

③２０年度事業計画の経費内訳                         （単位：千円） 

 

平成２０年度（７月から翌年３月まで。） 

費目 種別 委託費の額 備考（消費税対象額を記載） 

設備備品費    

知財コーディネータ雇用 8,000  

研究補佐員雇用     4,000  

事務補佐員雇用     3,000  

   

人件費 

計     15,000  

知財コーディネータ旅費     2,000  

研究補佐員旅費         500  

研修会実施経費(３回)     3,000  

作業用PC(3台)      600  

消耗品費(ｺﾋﾟｰ用紙、ﾄﾅｰ等)      100  

   

業務実施費 

計      6,200  

一般管理費  2,120  

合計  23,320  
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８．戦略達成のための体制  

〔連合組織等の体制図〕（複数の応募機関の連名による応募の場合のみ） 

連合組織等の責任者 

  氏 名：内海康雄 

  役 職：宮城工業高等専門学校・教授 

（体制図） 

 

 

・連合組織等の内容 

 東北地区をまとめる東北地域知財本部を宮城高専に設置し、年度計画に基づく地区での催事を企画･

開催する。各高専は地域共同テクノセンター等の既存担当部署を通じて、共通催事と各分担の活動に

参加する。仙台電波･宮城高専は平成21年10月に統合を計画しており 

・連携機関の役割分担 

 拠点校(宮城高専・仙台電波高専)は、地域全体の情報収集・整理・発信など知財化支援、技術移転の

促進、事業化支援、コーディネータの配置を行う。 

 各高専は、各々の強みを活かした分担分野を主としながら、地域産業との連携強化、ニーズの掘り起

こし、シーズの発信などを行う。 

高専機構本部  知的財産本部 

東北地域知財東北地域知財東北地域知財東北地域知財センターセンターセンターセンター 

事務局（宮城高専） 

知財知財知財知財コーディネータコーディネータコーディネータコーディネータ・・・・ 

事務補佐員事務補佐員事務補佐員事務補佐員・・・・研究補佐員研究補佐員研究補佐員研究補佐員 

 

地元 

自治体 
 

日本弁理

士会 
 

東北経済

産業局 

特許室 
 

発明協会 
 

知的所有

権 

センター 
 

JST 

 

東北テクノ 

アーチ 
 

東北地域

地方公共

団体 
 

東北地域

大学 
 

その他 

関連 

機関 

連携 

企画・開催 

講演会Ⅰ 予定テーマ 知財全般（講師 弁理士会より） 

講演会Ⅱ 予定テーマ 機構における知財取り扱い（講師 機構本部） 

講演会Ⅲ 予定テーマ 東北地域の技術移転について 

（講師 東北テクノアーチ 特許流通アドバイザー） 

特許流通フェア （八戸、一関、仙台、秋田、鶴岡、いわきで開催） 

基調講演、テーマ別発表、パネル展示 

東北地域 

知財本部 

主催の 

知財関連 

の活動 

･地域共同 
ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

・知財委員会 
・ 知財関連学生
支援室 

福島 

･地域共同 

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

・知財委員会 

・地域連携係 

鶴岡 
仙台 

電波 
宮城 秋田 一関 

･地域共同 

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

・知財委員会

・企画委員会

八戸 

･地域共同 

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

・知財委員会 

・企画委員会 

･地域共同 

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

・知財委員会

・企画委員会

･地域共同 

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

・知財委員会

・企画委員会

･地域共同 

ﾃｸﾉｾﾝﾀｰ 

・知財委員会

・企画委員会

知財活動知財活動知財活動知財活動・・・・研修派遣研修派遣研修派遣研修派遣・・・・特許特許特許特許申請申請申請申請などなどなどなど 

○7高専で強い分野を担当して全体をカバーする 
材料･ﾊﾞｲｵ  材料･ﾊﾞｲｵ   材料･化学  材料･電気   材料･機械  機械･電気 材料･機械 

電気･ｴﾈﾙｷﾞ-  機械       ｴﾈﾙｷﾞｰ  ｿﾌﾄ･制御     資源    ﾊﾞｲｵ･環境   化学 

○ ニーズ対応の技術相談、シーズの情報発信など 

○ 地元地域への人材輩出、地元中小企業の人材育成 

各高専 

個別案

件の 

レベル 

外部 

との 

連携 

共催 

行事 

等の 

レベル 

地域 

戦略 

の 

レベル 

校  長 

地域連携・産学連携センター群運営委員会 
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８．戦略達成のための体制 

〔応募機関の体制図〕 

応募機関における産学官連携組織の責任者 

  氏 名：遠藤智明 

  役 職：宮城工業高等専門学校・准教授 

（体制図） 

 
 

・連携機関の役割分担 

 宮城･仙台電波高専は高度化・再編へ向け、実績を踏まえて協働する４つのセンターからなるセンター群を

設立する。全体は地域連携・産学連携センター群運営委員会により運営され、役割分担は以下の通り。 

東北地域知財センター：東北7高専の知財に関して、 

１）地元企業のニーズに対応した知財の収集･管理などを東北全県で７高専とともに行う。 

２）特許流通フェア、シーズ展示、DBの整備・公開などの情報発信を、各県ならびに全国規模で行う。 

３）活動の蓄積を受けて、実用化・事業化、大型の外部資金への応募などを実施する。 

関連するセンター群については、地域イノベーションセンターは産学連携・研究支援、地域のコーディネー

ション等、IT先端開発センターはネットワーキング、組込みシステムなど情報技術の開発、CO-OP教育センタ

ーは学生や企業人の教育を行う。 

 これらは事務スタッフ５名の支援を受ける。 

校  長 
 

宮城高専

産業技術

振興会 

 

仙台電波

高専テクノ

ネットワー

ク仙台 

外部 

との 

連携 

共催 

行事 

等の 

レベル 

地元協

力企業

の 

レベル 

東北地区７高専 八戸、秋田、一関、鶴岡、仙台電波、宮城、福島 

 

地域連携・産学連携センター群運営委員会 
・高専の方針への全体としての対応 

・関係者間の継続的調整 

・各プロジェクトにおける実行時の調整 

宮城高専 
機械工学科 

電気工学科 

建築学科 

材料工学科 

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 

生産ｼｽﾃﾑ工学

専攻 

建築･情報ﾃﾞｻﾞｲ

ﾝ学専攻 

仙台電波高

専 
機械工学科 

電気工学科 

建築学科 

材料工学科 

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 

生産ｼｽﾃﾑ工学

専攻 

建築･情報ﾃﾞｻﾞｲ

ﾝ学専攻 

・日本弁理

士会 

・東北経済

産 業 局 特

許室 

・発明協会 

・知的所有

権センター 

・JST 

・東北テク

ノアーチ 

・東北地域

地 方 公 共

団体 

・東北地域

大学 

・その他 

関連機関 
各種活動の企画・ 

開催･取りまとめ 

東北地域知財東北地域知財東北地域知財東北地域知財センターセンターセンターセンター    
・知財の収集･管理など 

・展示、DBなどの情報発信 

・実用化、事業化など 

人員:知財コーディネーター 

事務補佐員・研究補佐員 

※※※※本申請本申請本申請本申請によりによりによりにより実施実施実施実施････雇用雇用雇用雇用    

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 
・産学連携支援 

・研究支援 

・地域コーディネーション 

 

人員:センター長(常勤1名) 

 

IT先端開発センター 
・ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞｽｷﾙ開発部門 

・組込み系ﾃﾞｼﾞﾀﾙｼｽﾃﾑ開発部

門 

・ICTリエゾン教育部門 

 

人員:センター長(常勤1名) 

CO-OP教育センター 
・インターンシップ 

・校外実習 

・人材教育 

 

人員:センター長(常勤1名) 

 

事務スタッフ （宮城高専・仙台電波高専） 
企画室 専任職員３名、事務補助スタッフ２名 

種々の

レベル

におけ

る 

教育 

研究 

知財 

等の 

連携 

知的財

産委員

会 

知財関

連学生

支援室 
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９．機関の概要 

 

①本部所在地： 宮城工業高等専門学校 ････････ 宮城県名取市愛島塩手字野田山４８  
 
②機関の組織の概略： 宮城工業高等専門学校・仙台電波工業高等専門学校の主な組織関連を概略図 

           で示すと次のとおりとなる。  
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③学部等・教員数： 

教 員 数  

学 部 等 名 教 授 准教授 助 教 

 

キャンパスの所在地 

【宮城工業高等専門学校】 

総合科学系文科 ５名 ８名 １名   宮城県名取市 

総合科学系理数科 ７名 ６名 ０名     〃  

機械工学科 ４名 ４名 ２名     〃  

電気工学科 ３名 ５名 １名     〃  

建築学科 ６名 ３名 １名     〃  

材料工学科 ５名 ４名 １名     〃  

情報デザイン学科 ４名 ４名 １名     〃  

     

【仙台電波工業高等専門学校】 

総合科学科 ５名 １１名 １名   宮城県仙台市 

情報通信工学科 ５名 ５名 ２名     〃  

電子工学科 ４名 ４名 ３名     〃  

電子制御工学科 ３名 ５名 ３名     〃  

情報工学科 ５名 ４名 ２名     〃  

     

 計 ５６名 計 ６３名 計 １８名 合計 １３７名 
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④キャッシュフロー計算書（平成18年度）： 

 

 

 



【応募機関名称：宮城工業高等専門学校・仙台電波工業高等専門学校】 

（「１０．知的財産の～」１応募機関２ページ以内）                              14 

１０．「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」（平成15年7月知的財産戦略本部

決定）への対応状況等について  

①大学知的財産本部とＴＬＯが連携し各種方針・

ルールの策定等の機能強化を図る。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 高専機構で、知財ポリシー等を制定し、教職員

に配付し周知活用している。 

 

 

②社会貢献が研究者の責務であることを大学等に

おいて明確に位置付ける。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 「産学官連携の基本方針」および「知的財産 

ポリシー」において明確に位置づけている。 

 

 

 

③研究者の業績評価は研究論文等と並んで知的財

産を重視する。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 高専が、教員評価において、評価項目に掲げ 

ている。 

 

 

 

④透明性・公正性に配慮した評価システムを構築

し学内に周知する。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 各高専が、教員評価システムにより、透明性・ 

公正性を図るため周知している。 

 

 

 

⑤発明に関する権利を承継し実施料収入を得た場

合の発明者個人に還元すべき金額の支払ルールを

明確化する。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 独立行政法人国立高等専門学校機構知的財産 

権取扱規則に定めている。 

 

 

 

 

⑥各大学の創意工夫に基づく特色ある大学知的財

産本部の整備・充実・強化を図る。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 ５５高専を一法人で総括・運営するため、 

個別管理型知的財産組織を用いて、知的財産 

本部の基本方針のもと、高専が柔軟性を持った 

活動ができるようにしている。 

 

⑦知的財産の創出・保護・活用に関する基本的考

え方を確立する。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 「知的財産ポリシー」において指針を定め、 

「知的財産ハンドブック」を作成し、高専教職 

員へ周知している。 

 

 

⑧産学官連携と知的財産管理機能を集中し産業界

からみた窓口の明確化を進める。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 高専に地域テクノセンターを設置し、共同 

研究等から特許出願まで対応している。 

 

 

 

⑨知的財産の機関一元管理を原則とした体制を整

備する。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 高専機構の知的財産の一元管理を円滑に行う 

ために、高専に創出、活用における権限を一部 

委任している。 

 

 

⑩特許出願しない発明の研究者への還元や自らの

発明を異動先で研究継続できるような柔軟な措置

を講じる。 

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 機関帰属としないものは、発明教員の個人 

帰属としている。 

 異動する教員については、研究が継続できる 

よう対応している。 

 

 

⑪産学官連携ルール（営業秘密、共同研究による
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知的財産の帰属等）や契約書の雛形などを整備し

外部に公表する。  

□レ  対応済   □ 対応できていない 

 高専機構で、ルールや契約モデルを作成し、 

高専が相手方を提示している。 

 

 

 

⑫企業と大学等の協議結果を踏まえた共同・受託

研究契約の締結ができるよう柔軟性を確保する。 

  □レ  対応済   □ 対応できていない 

 高専機構で作成した契約モデルは、相手方と 

交渉し契約を締結している。 

 

 

 

⑬起業する研究者の求めに応じた権利の移転や実

施権の設定を可能とする柔軟なルールを整備する。 

   □レ  対応済   □ 対応できていない 

 高専に実施許諾契約の権限を委任し、相手方と 

交渉し契約を締結している。 

 

 

 

⑭研究マテリアルの移転条件や移転手続きを定め

たルールの周知を図り、使用の円滑化を図る。               

□ 対応済   □レ  対応できていない 

 

 両高専においては、共同研究等はあるが、技術

移転等は少なく、それぞれの事例に対応している。 

 

 

 

⑮発明者の明確化、共同研究成果の明確化等に資

する研究ノートの記載・管理方法について研究・

教育を実施し研究ノートの使用を奨励する。 

□レ  対応済   ■ 対応できていない 

 高専教職員対象の知的財産講習会（年1回） 

において、周知している。 

 また、学生の共同研究に参画する場合の指針 

においても研究ノートの管理を義務化している。 
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１１．現状に関するデータ  

①発明状況 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度  

 発明届出件数 1件 6件 10件 8件 3件 

 

 

    ②特許取得及び管理状況                                                       

特許権（国内） １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

出願件数  6件 10件 8件 2件 

登録(権利化)件数  0件 0件 0件 1件 

 

保有件数  4件 4件 4件 4件 

 

 

 

    ③特許権（国内）のライセンス等収入 

実施許諾・譲渡 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

件数  0件 0件 0件 0件 

件数（ＴＬＯ経由）  0件 0件 0件 0件 

収入額  0千円 0千円 0千円 0千円 

 

 

 

収入額（ＴＬＯ経由）  0千円 0千円 0千円 0千円 

 

 

  

    ④共同研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 11件 5件 12件 16件 13件 

 

 

受入額 42,587千円 16,120千円 19,220千円 6,620千円 4,100千円 

 

 

    ⑤受託研究（国内）受入実績 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

受入件数 4件 10件 7件 9件 8件 

 

 

受入額 5,787千円 40,627千円 39,402千円 18,234千円 9,455千円 
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    ⑥その他特色ある知的財産活動 

 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 

 地元中小企業

との共同研究

を実施 

地元中小企業

との共同研究

を実施 

地元中小企業

との共同研究

を実施 

地元中小企業

との共同研究

を実施 

地元中小企業

との共同研究

を実施 

    文部科学省 

現代的教育ニ

ーズ取組支援

プログラム

「早期創造性

教育と知財教

育の連携と統

合」（平成18

～20年度） 

文部科学省 

現代的教育ニ

ーズ取組支援

プログラム

「早期創造性

教育と知財教

育の連携と統

合」（平成18

～20年度） 

     

 

    経済産業省 

高等専門学校

を活用した中

小企業人材育

成事業 

（平成18～19

年度） 

経済産業省 

高等専門学校

を活用した中

小企業人材育

成事業 

（平成18～19

年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 


